
農林水産省　最終的な調整結果 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

 農林水産省（林野庁）

求める措置の具体的内容

都道府県が定める地域森林計画に係る農林水産大臣の協議、同意を廃止すべき。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【制度改正の必要性】

森林法第６条第５項の規定による大臣協議、同意については、全国的な政策目標を定めている全国森林計

画における伐採立木材積、造林面積、間伐立木材積、保安林整備の計画量について、林野庁が算出した割

当量を都道府県に強いるシステムとなっており、県が森林計画区の実情に基づく計画量を掲げることが困難

となっている。協議については、技術的助言の機会として許容できるが、同意規定については廃止すべきで

ある。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 土地利用（農地除く）

提案事項
（事項名）

地域森林計画に係る農林水産大臣の協議、同意の廃止

提案団体 愛知県

管理番号 37

根拠法令等

森林法第６条第５項
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回答区分 C　対応不可

　地球温暖化の防止や水源の涵養、山地災害の防止、林産物の供給等の森林の有する多面的機能は、そ

の影響が広域に及ぶとともに、ひとたび損なわれれば回復に長期を要するものであることから、将来にわた

り国民が享受することができるよう無秩序な伐採・開発を防ぎ、確実な更新・保育を実施し、永続的に森林生

態系を維持し森林資源を確保していく必要がある。

　このため、全国４４の広域流域ごとに森林の整備・保全の目標を設定し、その達成に必要な伐採立木材積

等の計画量を定めた全国森林計画を、都道府県知事の意見を聴いた上で策定している。

　都道府県知事が策定する地域森林計画については、この全国森林計画と整合したものとする必要がある

こと、伐採等にかかる勧告・命令や森林経営計画の認定基準に係る森林施業や保護の方法の規律につい

て都道府県にかかわらず一定の水準を保つ必要があること等から、当該計画の樹立等に係る国との協議・

同意を廃止することはできない。

　なお、同意を要する協議の対象とする計画事項については、地方分権改革の趣旨も踏まえ、地域の主導

による森林整備を推進する観点から、平成23年に林道開設延長及び治山事業施行地区数については対象

から外し、必要最低限の項目に限定しているところ。

各府省からの第１次回答

　森林経営計画の認定基準に係る森林施業や保護の方法の規律等について全国一定の水準を保つことは

必要であると考えるが、地域森林計画を変更する場合において「対象とする森林の区域」や「林道の開設及

び改良に関する計画」の変更は、森林施業や保護の方法の規律等の変更は行わない極めて軽易な内容で

あるので、協議の対象から除外すべきである。

　また、同意対象事項を変更する場合においても、その計画量の変更が、あらかじめ示されている大臣協議

同意基準を満たす範囲内であれば、同様に軽易な変更と考えられるので、同意対象から除外すべきである。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

地方分権改革推進委員会第3次勧告を踏まえ、都道府県が定める地域森林計画策定に当たっての国への

協議、同意については、森林の有する機能別の森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に

関する基本的な事項、 伐採立木材積その他森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除

く。） 、造林面積その他造林に関する事項、間伐立木材積その他間伐及び保育に関する事項、林道の開設

及び改良に関する計画、搬出方法を特定する必要のある森林の所在及びその搬出方法その他林産物の搬

出に関する事項、保安林の整備、第四十一条の保安施設事業に関する計画その他保安施設に関する事項 

に係る部分は協議とし、その他の部分は廃止するべきである。

○　地方分権改革推進委員会第３次勧告での整理で、地域森林計画のうち

・森林の有する機能別の森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に関する基本的な事項

・伐採立木材積その他森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く）

・造林面積その他造林に関する事項

・間伐立木材積その他間伐及び保育に関する事項

・保安林の整備

に係る部分は協議のみ許容、その他の部分は国協議を許容するメルクマール非該当とされていることから、

それぞれ国同意又は協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障はあるのか。

○　特に、現在国の同意協議が必要とされている伐採立木材積等、保安林の整備については、国が定める

総量的な具体的基準をもとに都道府県が計画を策定するものではなく、また、所定の計算式に当てはめ、

20%以内の増減内であれば同意されるなど、地域森林計画と全国森林計画が同意を要するほど整合性を求

めるものでないことから、同意を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

○　同意を廃止しても、各都道府県において国が示すガイドラインに基づいて統一的な判断ができる一方、

全国知事会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点
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国は必要に応じ地方自治法に基づく是正の要求等を適切に活用することにより、地域森林計画について一

定の規律水準を保つことができるのではないか。

回答区分 C　対応不可

【全国知事会及び専門部会からの意見への回答】

○国の同意・協議を廃止した場合、森林の取扱いの根幹にかかる計画量について、国の計画との整合が図

られず、森林の多面的機能の適切かつ持続的な発揮の確保等に支障が生じる。また、協議を廃止した場

合、伐採等にかかる勧告命令や森林経営計画の認定基準、ひいては税制や各種補助金の要件について全

国的な視点からの一定水準の確保が困難となる。なお、本同意・協議は、第三次勧告に示された(i)の(a)(b)

のメルクマールに該当すると考えている。

○同意・協議を要する計画量は、都道府県の区域を越える広域流域ごとに森林の総量的な管理を行うため

国が定める計画量等の具体的基準に基づき、都道府県が森林計画区ごとに定めている。同意に当たって

は、地域の実情を踏まえ20％以内の増減の幅を設定しており、地域森林計画の計画量がその範囲を逸脱す

る場合は、国の計画との整合が図られず、森林の多面的機能の発揮に支障が生じる。

　なお、現在の地域森林計画に係る実行率をみると、伐採はほぼ計画どおりである一方、造林は計画を大幅

に下回っており、こうした実態を後追いして計画が策定されれば、将来にわたって多面的機能の発揮に重大

な支障が生じることが懸念。

○地方自治法に基づく是正の要求等をした場合、要求に対する措置内容は都道府県に委ねられるが、森林

の多面的機能の効果は広域にわたるため、単一の都道府県のみに判断を委ねることは適切ではない。

　また、事後の是正では、是正前の地域森林計画に適合してたてた市町村森林整備計画や森林経営計画、

伐採等届出に基づく森林施業まで事後的に訂正を行うこととなり、多大な労力と時間を要するとともに、不適

切な伐採の回復に長年月と多額の資金が必要となる。

【提案団体からの意見への回答】

○「対象とする森林の区域」は、森林の量自体に係る項目であり、同意・協議事項である伐採材積等と緊密

に関係するとともに、「林道の開設及び改良に関する計画」は森林整備の基盤となるものであり伐採材積等

に対応して計画することが重要であることから、両事項とも変更の場合であっても国との協議は必要である。

　同意・協議事項について、変更が同意基準の範囲内であれば対象から除外するとの意見については、当

該事項が基準の範囲内である旨の確認を要するため、引き続き国との同意・協議は必要である。なお、軽微

な変更の場合や同意基準の範囲内の場合は協議等に時間を要さず、公告・縦覧期間と並行して事前協議を

実施すること等により、本協議においては直ちに同意等を通知することから、同意・協議又は協議に策定手

続き上の負担や支障は生じないと考える。

（詳細は別紙のとおり）

各府省からの第２次回答

４　【農林水産省】

（４）森林法（昭26法249）

（ⅰ）都道府県知事の地域森林計画に係る農林水産大臣への同意を要しない協議（６条５項）に関し、当該計

画の内容のうち、委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の共同化その他森林施業の合

理化に関する事項（５条２項５号の２）に係る協議については、見直す方向で検討し、森林・林業基本計画の

変更（森林・林業基本法（昭39法161）11条７項）に合わせて結論を得る。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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農林水産省　最終的な調整結果 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

農林水産省（林野庁）

求める措置の具体的内容

「地域森林計画」の樹立等の際に、農林水産大臣への協議・同意が義務付けられているが、国への協議、同

意を廃止し、届出制へ移行。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【根拠条文】

森林法第６条第５項 　都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更しようとするときは、前条第

三項に規定する事項を除き、農林水産省令で定めるところにより、農林水産大臣に協議しなければならな

い。この場合において、当該地域森林計画に定める事項のうち、同条第二項第二号の森林の整備及び保全

の目標、同項第三号の伐採立木材積、同項第四号の造林面積、同項第四号の二の間伐立木材積並びに同

項第七号の保安林の整備については、農林水産大臣の同意を得なければならない。 

【提案事項・支障事例】

　「地域森林計画」の樹立及び変更の際に、農林水産大臣への協議・同意が義務付けられており、事前協

議、本協議、同意までの手続きに時間を要していることから、都道府県の自主的・主体的な取り組みが行え

るよう、協議、同意を廃止し、届出としてほしい。

　事前協議における調整期間がおよそ２週間とされており、協議、同意にいたる事務手続きに時間を要して

いる。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 土地利用（農地除く）

提案事項
（事項名）

都道府県が定める地域森林計画に係る国への協議、同意の廃止

提案団体 福島県

管理番号 301

根拠法令等

森林法６条５項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

46
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回答区分 C　対応不可

　地球温暖化の防止や水源の涵養、山地災害の防止、林産物の供給等の森林の有する多面的機能は、そ

の影響が広域に及ぶとともに、ひとたび損なわれれば回復に長期を要するものであることから、将来にわた

り国民が享受することができるよう無秩序な伐採・開発を防ぎ、確実な更新・保育を実施し、永続的に森林生

態系を維持し森林資源を確保していく必要がある。

　このため、全国１５８の森林計画区において都道府県知事が策定する地域森林計画については、全国的な

資源計画である全国森林計画と整合したものとする必要があること、伐採等にかかる勧告・命令や森林経営

計画の認定基準に係る森林施業や保護の方法の規律について都道府県にかかわらず一定の水準を保つ

必要があること等から、当該計画の樹立等に係る国との協議・同意を廃止することはできない。

　なお、同意を要する協議の対象とする計画事項については、地方分権改革の趣旨も踏まえ、地域の主導

による森林整備を推進する観点から、平成23年に林道開設延長及び治山事業施行地区数については対象

から外し、必要最低限の項目に限定するとともに、事前協議を含む手続については、平成25年の第4次見直

しにおいて、

　・任意的記載事項（森林の整備及び保全のために必要な事項）を協議から届出に見直し、協議対象を必要

最小限の項目に限定

　・２週間以内で行う事前調整が整っている場合には協議・同意の手続を速やかに行う

よう措置したところ。

各府省からの第１次回答

＜回答＞

　現行制度では、計画策定に当たり現地調査及び実績等を勘案して計画数量を作成し、県民の意見を反映

した上で、森林法に基づき設置している森林審議会において審議した結果を協議・同意を得なければならい

とされている。

　また、協議・同意を経て策定した計画を国へ報告することまでを求めているものである。

　提案内容は、計画策定において、県民や審議会等からの意見を踏まえ作業を進めながら、最後に国の関

与によって修正が行われる可能性があるという制度の改善を求めているものであり、県として地域森林計画

の内容は全国森林計画に即して整合するものとする森林法の趣旨については十分理解し、遵守するもので

あることから、協議・同意を廃止し、届出制としていただきたい。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

地方分権改革推進委員会第3次勧告を踏まえ、都道府県が定める地域森林計画策定に当たっての国への

協議、同意については、森林の有する機能別の森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に

関する基本的な事項、 伐採立木材積その他森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除

く。） 、造林面積その他造林に関する事項、間伐立木材積その他間伐及び保育に関する事項、林道の開設

及び改良に関する計画、搬出方法を特定する必要のある森林の所在及びその搬出方法その他林産物の搬

出に関する事項、保安林の整備、第四十一条の保安施設事業に関する計画その他保安施設に関する事項 

に係る部分は協議とし、その他の部分は廃止するべきである。

○　地方分権改革推進委員会第３次勧告での整理で、地域森林計画のうち

・森林の有する機能別の森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に関する基本的な事項

・伐採立木材積その他森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く）

・造林面積その他造林に関する事項

・間伐立木材積その他間伐及び保育に関する事項

・保安林の整備

に係る部分は協議のみ許容、その他の部分は国協議を許容するメルクマール非該当とされていることから、

それぞれ国同意又は協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障はあるのか。

○　特に、現在国の同意協議が必要とされている伐採立木材積等、保安林の整備については、国が定める

全国知事会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点
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総量的な具体的基準をもとに都道府県が計画を策定するものではなく、また、所定の計算式に当てはめ、

20%以内の増減内であれば同意されるなど、地域森林計画と全国森林計画が同意を要するほど整合性を求

めるものでないことから、同意を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

○　同意を廃止しても、各都道府県において国が示すガイドラインに基づいて統一的な判断ができる一方、

国は必要に応じ地方自治法に基づく是正の要求等を適切に活用することにより、地域森林計画について一

定の規律水準を保つことができるのではないか。

回答区分 C　対応不可

【全国知事会及び専門部会からの意見への回答】

○国の同意・協議を廃止した場合、森林の取扱いの根幹にかかる計画量について、国の計画との整合が図

られず、森林の多面的機能の適切かつ持続的な発揮の確保等に支障が生じる。また、協議を廃止した場

合、伐採等にかかる勧告命令や森林経営計画の認定基準、ひいては税制や各種補助金の要件について全

国的な視点からの一定水準の確保が困難となる。なお、本同意・協議は、第三次勧告に示された(i)の(a)(b)

のメルクマールに該当すると考えている。

○同意・協議を要する計画量は、都道府県の区域を越える広域流域ごとに森林の総量的な管理を行うため

国が定める計画量等の具体的基準に基づき、都道府県が森林計画区ごとに定めている。同意に当たって

は、地域の実情を踏まえ20％以内の増減の幅を設定しており、地域森林計画の計画量がその範囲を逸脱す

る場合は、国の計画との整合が図られず、森林の多面的機能の発揮に支障が生じる。

　なお、現在の地域森林計画に係る実行率をみると、伐採はほぼ計画どおりである一方、造林は計画を大幅

に下回っており、こうした実態を後追いして計画が策定されれば、将来にわたって多面的機能の発揮に重大

な支障が生じることが懸念。

○地方自治法に基づく是正の要求等をした場合、要求に対する措置内容は都道府県に委ねられるが、森林

の多面的機能の効果は広域にわたるため、単一の都道府県のみに判断を委ねることは適切ではない。

　また、事後の是正では、是正前の地域森林計画に適合してたてた市町村森林整備計画や森林経営計画、

伐採等届出に基づく森林施業まで事後的に訂正を行うこととなり、多大な労力と時間を要するとともに、不適

切な伐採の回復に長年月と多額の資金が必要となる。

【提案団体からの意見への回答】

○ 平成25年の「義務付け・枠付けの第4次見直し」において整備した任意の事前調整の仕組みを活用するこ

とにより、実質的に地域森林計画の森林審議会への諮問の前に国との調整を済ませることができることか

ら、国は同意・協議の手続を直ちに行うことが可能となっている。

このため、事前調整を行った内容に大幅な変更がない限り、同意の段階で国が修正を求めることはないと考

えている。

(詳細は別紙のとおり)

各府省からの第２次回答

［再掲］

４　【農林水産省】

（４）森林法（昭26法249）

（ⅰ）都道府県知事の地域森林計画に係る農林水産大臣への同意を要しない協議（６条５項）に関し、当該計

画の内容のうち、委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の共同化その他森林施業の合

理化に関する事項（５条２項５号の２）に係る協議については、見直す方向で検討し、森林・林業基本計画の

変更（森林・林業基本法（昭39法161）11条７項）に合わせて結論を得る。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

環境省 第１次回答 

 

管理番号 169 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

国定公園における一定の工作物の建築にかかる環境大臣との協議の廃止 

 

提案団体 

兵庫県、滋賀県、京都府、鳥取県、徳島県 

 

制度の所管･関係府省 

環境省 

 

求める措置の具体的内容 

国定公園の特別地域内において、一定の要件（高さが 50 メートル又はその地上部分の容積が 30,000 立法メー

トル超）を超える工作物新築、改築又は増築にかかる許可の際に必要な環境大臣との協議の廃止 

 

具体的な支障事例 

【現状】 

 「都道府県知事は、国定公園の特別地域内において、工作物の高さが 50 メートル又はその地上部分の容積

が 30,000 立法メートルを超える新築、改築又は増築ついて許可をしようとする場合において、当該許可に係る

行為が当該国定公園の風致に及ぼす影響その他の事情を考慮して環境大臣に協議しなければならない」と定

められている。 

【支障事例】 

兵庫県ではシカによる生態系への被害が深刻化し、被害額は約 1.6 億円（H27 年度、全国５位）となっており、防

護柵等の設置が急務であることから、スピーディな対応が望まれる。 

しかし、許可に当たって環境大臣との協議を要することについて、処理期間（申請受理から回答まで）が２～３ヶ

月程度かかる場合があるなど、事務処理に時間を要しており、国定公園の適正な環境保全や迅速な対応に支

障を来している。 

さらに、環境大臣との協議は現地確認を伴わない書類審査であることから、県の意見に疑義を示されることがほ

とんど無い状況であり、形骸化した手続となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

環境大臣との協議を廃止することで、国定公園の管理責任を持つ都道府県知事による許認可を迅速に行うこと

ができ、地域の実情を踏まえた国定公園の適正な環境保全のための対策に資する。 

 

根拠法令等 

自然公園法第 20 条第５項、第 68 条第２項 

自然公園法施行規則第 11 条の３ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 
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各府省からの第１次回答 

○提案のあった、国定公園の特別地域内において、一定の要件（高さが 50 メートル又はその地上部分の容積

が 30,000 立法メートル超）を超える工作物新築、改築又は増築にかかる許可の際に必要な環境大臣との協議

については、「公園指定の意義を失わせかねない非常に大規模な行為については、当該国定公園を指定し、公

園計画を立案した環境大臣に協議をするべき」との趣旨により、平成 12 年に設けられた規定である。 

○協議対象となる行為は、地方分権の趣旨を踏まえ必要最小限に抑えるべきであるところ、ご提示のあった支

障事例にある鳥獣害対策に係る防護柵の設置等のような「公園指定の意義を失わせかねない非常に大規模な

行為」とは言えない行為までも、法令の規定上の要件に合致する場合、協議対象となってしまう実態があるた

め、そのような行為については、規定を精査し、協議を不要とする方向性で法令等の改正作業を進めたい。 

○一方、それ以外の行為については、提案団体が求めている提案の内容が必ずしも明らかでない状況である。

よって、今後、提案の趣旨を内閣府を通じて精査したうえで、当該提案への対応の可否を検討してまいりたい。 
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

環境省 第１次回答 

 

管理番号 166 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

鳥獣保護区における狩猟による捕獲等の特例制度の創設 

 

提案団体 

岐阜県 

 

制度の所管･関係府省 

環境省 

 

求める措置の具体的内容 

鳥獣保護区内における農林業被害の防止等を図るため、第二種特定鳥獣が狩猟鳥獣である場合において、特

に必要があると認める時は保護区内において狩猟による捕獲等を可能とする区域を指定できるといった、新た

な鳥獣保護区指定制度を導入する。 

 

具体的な支障事例 

【制度の概要】 

鳥獣保護区(以下、保護区という。)内では、鳥獣を保護し生物多様性の保全を図るため、全ての鳥獣の狩猟に

よる捕獲等(法第 11 条第１項第２号に基づく捕獲等を含む。また、「捕獲等」は捕獲又は殺傷をいう。以下同じ。)

が一律に禁止されている。 

ただし、野生鳥獣被害が生じている場合等にあっては、都道府県等による許可により捕獲等が可能とされてい

る。 

【具体的な支障事例】 

岐阜県では、野生鳥獣による農林業被害が拡大しており（平成 26 年度は４億 3,000 万円）、このうちイノシシ・ニ

ホンジカによる被害が 55％を占めている。特に、中濃北部・飛騨南部・西濃南部といったニホンジカの生息密度

の高い地域では、森林内の植物を摂食することによる植生の衰退など、生態系への影響も懸念されている。県

内の被害を受けている地域からは、保護区内でのイノシシ・ニホンジカの狩猟による捕獲等を認めてほしい旨の

意見が寄せられている。 

現行制度において保護区内で捕獲等をするためには従事者を定め、都道府県等が許可しなければならない

が、近年進む狩猟者免許保持者の減少や高齢化から、地域で拡大する被害に応じた従事者を確保することが

困難となっている。 

そのため、捕獲等の拡大が見込めず、イノシシ、ニホンジカの増加を抑制できない状況となっているため、より多

くの者が狩猟による捕獲等に携わることができる制度を導入する必要がある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

許可捕獲の捕獲従事者だけでなく、一般の狩猟者が鳥獣保護区で狩猟による捕獲等ができるようになること

で、イノシシ・ニホンジカの捕獲がすすみ、増加するこれらの生息数の低減、ひいては農林業被害額の低減や、

生態系への影響を抑止する効果が期待される。 

 

根拠法令等 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 
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追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

静岡県、兵庫県、五島市 

 

○本県においてもイノシシ・シカ等の被害が多く、「狩猟鳥獣（シカ・イノシシ等の有害鳥獣を除く）捕獲禁止区域」

としての指定を行う場合がある。 

しかし、当該区域は鳥獣保護区更新の同意が得られない場合の例外的措置であり、十分な防除対策・有害捕

獲を既に実施していることなど指定のハードルが高く、指定は数カ所にとどまっている。 

通常の鳥獣保護区を更新する場合も含め、有害鳥獣による農林水産被害が多い区域において、区域の指定に

係る利害関係者の同意を得ることは非常に困難であり、有害鳥獣まで保護する現在の鳥獣保護区制度が、現

状に適合しないという意見も多い。 

○近年、鳥獣保護区において、区域の縮小や特定猟具禁止区域への変更を求める声が市町から寄せられてい

る。これは、鳥獣保護区周辺での農林業被害が深刻であることに起因している。鳥獣保護区では、有害捕獲許

可により捕獲が可能であるが、県内市町では、捕獲報償金制度の適正執行を図るため、狩猟期中の有害捕獲

許可を敬遠する傾向があり、狩猟期において鳥獣保護区での捕獲は、一部の捕獲班を除いてほとんど行われ

ていないのが現状である。 

 

各府省からの第１次回答 

○鳥獣保護区内であっても、都道府県の判断で、都道府県知事の許可を得て行う捕獲（許可捕獲）や、集中的

に捕獲を行う事業（指定管理鳥獣捕獲等事業等）の実施が可能。鳥獣保護区内では、その他の鳥獣の生息状

況に配慮しながら、許可捕獲や指定管理鳥獣捕獲等事業により被害対策を図ることが基本的な対応。 

○許可捕獲や指定管理鳥獣捕獲等事業では、狩猟期間内外に関わらず、通年、必要な捕獲を、必要な人数に

認めることが可能。狩猟期間中に、鳥獣保護区で捕獲を希望している方々に対し、必要に応じて、狩猟期間中

の捕獲許可を与えればよいのではないか。仮に、捕獲許可の運用が厳しいことにより捕獲従事者が限定されて

いるのであれば、まずこれらの運用の実態を精査し、見直すべきではないか。 

（参考）例えば、法令上は、許可捕獲に従事しうる方について制限はない（県外の方も許可を取得することが可

能）ところ、岐阜県の第 11 次鳥獣保護事業計画書第四４（４）②３）に規定する被害防止を目的とした捕獲の許

可基準において、許可対象者の条件として、当該年度又は前年度の「狩猟者登録」又は「有害鳥獣の捕獲の実

績」を課しているなど、国が基本指針において示す許可基準の考え方と比べて許可対象者をより限定的にする

条件が見られ、県による捕獲許可の運用によって、許可捕獲の従事者が限定されている可能性がある。 

○なお、提案においては、平成 26 年の法改正により創設された指定管理鳥獣捕獲等事業の実施状況や制度

評価等が加味されていない。法改正の趣旨も踏まえ、鳥獣の管理を推進するため、県が必要に応じて鳥獣保護

区も含めて当該事業を強化し、適切な捕獲許可の運用を図ることが先決と考える。 

○また、狩猟を認めることが適当であって、鳥獣保護区により鳥獣の保護を図る必要がないと判断された場合、

又はそのような区域については、都道府県知事の権限で県指定の鳥獣保護区を解除することが可能。県指定

の鳥獣保護区の指定・解除については、都道府県の自治事務であるところ、鳥獣の生息状況や地域の実情に

応じて、都道府県において適切に判断されたい。 

○仮に、提案通り、特例的に鳥獣保護区で狩猟を認めた場合、許可捕獲や指定管理鳥獣捕獲等事業と異なり、

狩猟者の行動を把握・制御することは不可能となり、鳥獣保護区内で営巣する鳥類の営巣放棄につながる等、

鳥獣保護区が本来果たすべき鳥獣の保護に重大な支障を及ぼす懸念がある。また、合法的な捕獲行為なの

か、指定された鳥獣だけを狩猟として捕獲しているか、といった確認が困難となり、実態上、適切な鳥獣保護区

の管理ができなくなるおそれもある。これらのことから、鳥獣保護区内で狩猟を認めることは、狩猟を禁止し、鳥

獣の保護を図るという鳥獣保護区の制度の趣旨を損なうものと考える。 

 

以上より、狩猟を禁止している鳥獣保護区内において、狩猟を認めることは適当ではなく、受け入れられない。

許可捕獲や指定管理鳥獣捕獲等事業等の適切な運用・実施、又は、県指定の鳥獣保護区の解除等、現行制度

の範囲内において、都道府県の権限で十分な対応が可能と考える。 
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